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1　はじめに
　近年，ネットワーク社会というものが，さかんにとりざたされている。IT革命による，高度
情報通信社会の出現とともに，人々はこれまでの閉鎖的な関係を乗り越えて，より一層自由な社
会関係を取り結ぶことができるといわれているのである。人々はインターネットを通じて，未知
の人々や情報に接触し，企業はこれまでの情報コストの限界を超えて，未知の取引相手との，よ
り効率的・合理的な関係を取り結ぶことが可能となった。企業が組織を利用し，市場における取
引の不確実性と危険性を排除しようとした取引コスト（transaction　cost）の概念（1）のうち，そ
の情報コストにかかわる概念が，根底からくつがえされようとしているのである。かつては情報
の偏在による取引の非対称性が問題とされたが，インターネットをつうじて情報が世界中を差別
なく行き交うことにより，企業間取引の閉鎖性が，よりオープンな関係に移行しつつあるといえ
るであろう。
　ところで，企業が市場における取引の不確実性を排除するために形成した組織が，「情報の偏
在」が「情報の遍在」へと変化していく過程のなかで，その存在意義を根本から見直さざるをえ
ないかに見える現況において，そのオープンな関係がいかなる基盤の上に築かれているのかとい
う問題には，これまでさしたる検討がくわえられているとは思われない。チャンドラー（A．D．
（1）R．H．　Coase，‘The　Nature　of　the　Firm’，　Economica（new　series），　VoL　IV，1937（R　H．コース著，宮
　沢賢一・後藤晃・藤垣芳文訳「企業・市場・法』東洋経済新報社，1992年，第2章「企業の本質」）；0．
　　E．Williamson，　Markets　and　Hierarchies，1975（0．　E．ウィリアムソン著1，浅沼萬里・岩崎晃訳『市場
　　と企業組織」日本評論社，1980年）．
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Chandler）が述べる垂直統合企業（2）にしろ，日本の下請制をめぐる中間組織の議論（3）にせよ，
これまでの企業組織ないしは企業間組織を維持してきた環境が，高度情報化社会のもとでその
存在意義を失い，一挙にオープンな市場取引に準拠した環境へと変化していくという議論には，
一抹の不安がよぎる。たしかに，20世紀末からのIT革命と称される一連の動向には，18世紀
末から19世紀初頭にかけての古典的産業革命，19世紀末から20世紀初頭にかけての第二次産
業革命と呼称される状況と，きわめて類似した激変が体験されているようにみえる。
　しかし，18～19世紀の産業革命が機械制大工業の確立をみながらも，前近代的な生産関係の
もとでの低賃金基盤を利用した多くの小営業を駆逐できなかった事実，また，19～20世紀の第
二次産業革命が，独占資本の成立を明確に示しながらも，そのもとで独占資本の補完物として，
また独占資本の対抗物として，淘汰されえない多くの中小企業の残存とその大企業による支配を
許してきた歴史を鑑みる時，20世紀末から21世紀初頭にかけての世紀をまたいだ現況において，
いかに実力をつけた日本の中小企業といえども，その多くがかつての垂直的支配関係のもとから
離れて，取引相手である大企業と対等なネットワーク組織をすぐさまに形成できるとは思われな
い。もちろん，現在その技術的卓越性を武器に，大企業と対等な取引関係を取り結んでいる中小
企業も多数存在する。しかし，そうした自立的中小企業のほかにも，大企業の下請企業として発
展，ないしはかろうじて経営を維持している中小企業が多数存在しているのも事実である。いわ
ば，こうした高い技術力を持った中小企業の産業集積と，そこに結ばれる見えざるネットワーク
組織を，発注企業たる大企業があたかも公共財のごとく利用してきたことが（4），日本の産業競争
力の源泉であったといっても過言ではないであろう。そこに取り結ばれる関係には，やはり発注
側企業と受注側企業との間の取引の非対称性が厳然と存在しているのである。
　では，こうした企業間のネットワークを維持するための根源的な力とは，いったいなんなのだ
ろうか。取引が企業の内部に収敏する垂直統合企業すなわち大企業においては，その組織を維持
するためには厳格な官僚制が必要とされる。取引が企業内部を離れながらも，市場を利用せず，
系列等の関係をつうじて下請企業を巻き込んでいく時には，その取引関係を維持していくために，
発注側の親企業が下請企業をつなぎとめておくための統制力が必要とされる。こうした垂直的関
係が，参入も退出もまったく自由で，企業間の関係が全面的に流動的である市場において，ネッ
トワークと呼ばれる水平的な関係に移行していくためには，いったい何が必要なのであろうか。
それは単に，大企業と対抗し得る技術やアイデアといったような，即物的なものなのであろうか。
従来からの垂直的支配従属関係が，下請中小企業の技術力の発展と高度情報化社会の出現により，
対等なネットワーク取引関係へと移行していくとするのであれば，それは技術の高度化とその普
遍化が格差構造を解消するという技術決定論となってしまうであろう。それはあたかも，「もは
（2）　A．D．　Chandler，　The　Visible　Hand：The　Manαgeγiαt　Revolution　in　A　merican　Business，1977（A．　D．
　　チャンドラー著，鳥羽欽一郎・小林袈裟治訳「経営者の時代』東洋経済新報社，1979年）．
（3）　熊澤喜章「下請制をめぐる所論議の推移」「明大商学論叢』第82巻，第3号，2000年。
（4）　関満博『空洞化を超えて』日本経済新聞社，1997年，89－90頁。
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や『戦後』ではない」との宣言のもとに，日本の近代化が経済成長によって初めて達成されると
した，昭和31年度版の『経済白書』（5）の焼き直しであるかのごとくである。
　20世紀をつうじて，支配的資本たる大企業が，その他の弱小資本たる中小企業を支配・利用
してきた構造がその役割を終え，パラダイム的転換を迎えているとするならば，そうした企業間
取引関係の根底に存在する絆の変革もまた，必要なのではないだろうか。この絆が，市場におけ
る契約であったり，企業内部における官僚制であったり，企業間取引における系列であったり，
さまざまな側面をみせるのである。ここでは，企業間取引の根底に存在する絆を，主として市場
や社会における信頼という側面からとらえていこうと思う。混沌とした市場において，水平的な，
いわば平等な企業間のネットワーク関係を取り結ぷには，取引主体相互間の信頼の形成がぜひと
も必要であると考えるからである。
H　低信頼文化と高信頼文化
　私は前稿⑥で，市場における信頼関係の有無が，各国経済の企業組織，すなわち官僚制に支配
された垂直統合企業を発展させるか，あるいは小規模な同族経営的企業のゆるやかな連携を促す
のかという問題をとりあげ，世紀転換期のアメリカが，多様な移民の急増による信頼の崩壊に直
面し，失われた信頼を再生産していくために，官僚制による企業組織を発展させ，取引を企業内
部に収敏させていく過程を，主としてザッカー（LG．　Zucker）の所論（7＞を紹介する形で提示し
た。ザッカーによれば，1840－1920年にかけてのアメリカでは，移民の急増，とりわけ1880年
以降は，東部・中部・南部ヨーロッパからの移民の急増により，建国期の社会的統合度が弛緩し，
文化の多様化とコミュニケーション不足から，隣人相互間の信頼の崩壊に直面した。また，大陸
横断鉄道の完成とともに，地方への人口移動や都市内部における人口の流動性は高まり，人々の
移動の自由を制限していた障壁の除去が，この信頼の崩壊を助長した。こうした社会的流動性の
高まりとともに，取引の地理的距離は拡大し，取引の連続性や複雑さも増大した。このような信
頼の崩壊に直面したアメリカ社会は，従来からの行動にもとつく（process－based）信頼や，特
質にもとつく（characteristic－based）信頼の形成（production　of　trust）にかえて，制度にも
とつく（institutionally－based）信頼の形成を促すこととなった。企業は多くの中間管理職によ
る監視機構をもつ官僚制組織を発達させ，取引を企業内部に収敏させる垂直統合企業や多角化経
営のための事業部制組織が生み出されることとなった。いわゆるビッグ・ビジネスと呼ばれる大
企業が，経済の主要分野を支配するようになったのである。そのほか，国家による専門資格や銀
行業・保険業・法律サービス等の社会的間接資本部門とも呼ばれる仲介業務をおこなう部門の発
（5）　経済企画庁編，昭和31年度『年次経済報告」42－43頁。
（6）　熊澤喜章「信頼と企業組織」『明大商学論叢」第83巻，第1号，2001年。
（7）　L．G．　Zucker，‘Production　of　Trust：Institutional　Sources　of　Economic　Structure，1840－1920’，
　Reseαrch　in　Organizational　Behαvior，　Vol．8，1986．
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達も，制度にもとつく信頼を形成する手段であった。信頼を失ったアメリカ社会は，こうした様々
な手段をもちいて信頼を再生産させたのである。
　こうした状況に関して，フクヤマ（F．Fukuyama）も同じような分析をおこなっている（8）。
フクヤマは，家族主義が強く，家族以外の他者一般を容易に信じられない文化をもつ社会を低信
頼社会とし，そうした社会の典型として中国・イタリア・フランス・韓国をあげる一方，家族の
絆を超えた他者一般に対する信頼が形成されている社会を高信頼社会とし，そうした文化をもつ
国として，日本・ドイツ・アメリカをあげている。アメリカや日本では，社会の内部で親族関係
以外での自発的団体が形成されることが多いが，そうした自発的社交性を示す文化のもとでは，
企業はファミリー・ビジネスを超えて，所有と経営が分離した専門経営者によって経営される永
続的な大企業へと発展する。他方，家族以外に信頼の射程を拡張できない低信頼社会では，企業
は強固な一族支配のもとにある同族企業やきわめて権威主義的な官僚制組織をもつ硬直的な企業
とならざるをえない。フクヤマは，自発的団体の形成をつうじた他者一般への信頼の射程の拡張
こそが，高信頼社会を生み出すための社会資本の根底を形成すると述べている。
　これに対してカッソン（M．Casson）は，企業の組織拡大の要因を信頼の欠如から説明してい
る（9）。人々が日々顔を合わせ，同じ人物との取引が繰り返しおこなわれるような閉塞的な社会で
は，正直あるいは誠実である行為がその人の評判となり，そうした行為の積み重ねが信頼を生み
出す土壌となる。ザッカーが述べる行動にもとつく信頼の形成がこれにあたるが，こうした行動
によって信頼が形成されるためには，取引行為の繰り返しというかなりの時間が必要とされる。
ところが，都市が発展し，人口の流動性が高まると，取引相手の匿名性が高まり，取引の一回性
という状況もまた高まる。市場の拡大は取引機会の増大をもたらしはするが，取引主体相互間の
信頼は，逆に失われていくこととなる。人々は，同じ人種，同じ地域の出身，同じ信仰の持ち主
といった特質から，市場の中で信頼できる取引相手をみいだそうとする。これが，ザッカーが述
べる特質にもとつく信頼の形成であるが，都市の拡大とともに，そのような信頼の形成にも限界
が生じる。ザッカーは，こうした状況下で制度にもとつく信頼を形成する社会がアメリカに成立
したと述べ，フクヤマも，組織の拡大を他者一般への信頼の拡張と結びつけて考えている。
　しかしカッソンは，’そうした組織の拡大を導く社会自体を低信頼の文化（low－trust　culture）
をもつ社会と位置づけた。カッソンによれば，企業が組織を拡大したり統合経営をおこなったり
するのは，市場に信頼が欠如しているからである。低信頼文化をもつ社会では，取引コストの増
大から企業は市場を利用せず，原材料や中間物生産を内製化し，統合経営をおこなおうとする傾
（8）F．Fukuyama，　Trust，1995（F．フクヤマ著，加藤寛訳『「信」無くば立たず』三笠書房，1996年）．
（9）　M．　Casson，　Ente7prise　and　Comψetitiveness，1990；do．，‘lnternalization　Theory　and　Beyond’，　in　P．　J．
　Buckley（ed．），New　Directions　in　lnternational　Business，1992a；do．，‘Entrepreneurship　and　Business
　Culture’，　in　J．　Brown　and　M．　B．　Rose（eds．），Entrepreneurship，　IVetworks　and　Modem　Business，1992b；
　do．，℃ultural　Determinants　of　Economic　Performancel　／ournat　of　Comparative　Economics，　No．17，
　　1993；do．，℃ulture　as　an　’Economic　Asset’，　in　A．　Godley　and　O．　M。　Westall（eds．），　Business　History
　and　Business　Cutture，1996．
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向がある。企業が統合経営を実現し，組織を拡大していくとともに，このシステムを効率よく運
営していくためには，いく層にもわたる監視機構が必要となる。こうした監視機構の強化こそ，
低信頼文化の特徴にほかならない。官僚制組織をもつ大企業が経済活動を支配するのは，低信頼
文化をもつ社会の特徴であり，アメリカや東欧の諸国はこうした社会の典型である。
　これに対して，高信頼文化（high－trust　culture）をもつ社会では，経済活動は多数の専門的
な企業によって分散的に運営される。市場に信頼が存在する場合には，他者に欺かれないという
安心のもとに取引コストは低減し，市場の利用が効率的な資源配分を促すこととなる。カッソン
は，こうした高信頼社会の典型として，地域的なビジネス・エリートの連携によって活発な経済
活動が展開されていた産業革命期のイギリスや，多数の中小企業によって生産活動が支えられて
いる日本をあげている。時代も地域も大きく隔たった二つの事例ではあるが，以下では，このイ
ギリスと日本に焦点をあて，カッソンが述べる高信頼文化の社会に関して若干の考察をおこなっ
ていこうと思う。
皿　イギリスにおける企業間ネットワークの歴史的事例
　イギリス産業化過程における非国教徒プロテスタントの役割に関しては，ウェーバー（M．
Weber）の古典的著作（星゜）以来，多くの研究が積み重ねられてきた。しかし，資本主義の「精神」
が，禁欲的プロテスタンティズムの職業倫理と歴史的親和力をもっていたとするウェーバーの見
解は，現在では精神的支柱論としては有効性をもちつつも，経営史的な研究の深まりとともに，
歴史的事実としてはかなり誇張されてきたきらいがあることがあきらかにされている。近年では，
禁欲的プロテスタンティズムの職業倫理そのものより，かれら非国教徒プロテスタントを実業の
世界における成功へと導いた社会的状況を強調する見解が主流をなしているようである㈹。すな
わち，審査法（Test　Act）が1828年に廃止されるまで，かれら非国教徒プロテスタントはオッ
クスフォードとケンブリッジの両大学やパブリック・スクールに入ることも，また政府・軍隊等
の官職や国会議員・市議会議員など，伝統的な社会における重要な職業につくことも許されなかっ
た。かれらが現実の社会でステータスをうるには，実業の世界において成功する以外にはなく，
こうした積極的な経済活動が認知されつつあった産業革命期という社会経済状況のもとで，かれ
らの実直な活動がクローズアップされてきたのであった。そうしたなかでも，とりわけクエイカー
派（Quaker）は，その教義の厳格さと成功した産業資本家の多さで抜きん出た評価を受けてき
た。もちろん，英国国教徒の産業資本家も多数存在するが〔12），ここでは，カッソンが地域的なビ
（10）M．ウェーバー著，梶山力・大塚久雄訳「プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』岩波文庫，
　　1955／1962年。
（11）　M．Kirby，　‘Quakerism，　entrepreneurship　and　the　family　firm　in　North－East　England’，　in　J．　Brown
　　and　M　B．　Rose，　op．　c鉱，　pp．　105－106；山本通『近代英国実業家の世界　資本主義とクエイカー派』同
　文舘，1994年，80－82頁。
（12）　山本通，前掲書，151－152頁。
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ジネス・エリートのグループによる高信頼文化が産業発展を促進させた地域の一つとしてあげて
いるティーズ川流域（Teesside）におけるクエイカー派の活動を，イギリス最初の鉄道会社で
あるストックトン・ダーリントン鉄道（the　Stockton　and　Darlington　Railway）の設立過程か
ら探っていくこととしよう。
　イングランド北東部の大炭田地帯（the　Great　Northern　Coalfield）の一角であるダラム
（Durham）南部の石炭を，どのようにティーズ川の航行可能な地点まで運び，大消費地ロンド
ンに輸送するか，18世紀のかの地の地主たちにとってみれば，それは自らの土地の資本価値を
高め，莫大な地代をうるための大きな問題であった。地域住民にとってみても，石炭産業の発展
は安価な石炭の大量供給にとどまらず，雇用機会の増大や新産業の発展を促す波及効果も期待で
きる。ストックトンやダーリントンといったティーズ川流域の都市では，18世紀半ば頃より町
の有力者を中心に，この石炭輸送問題をどう解決するのかという点に関して，様々な企画が検討
されてきた。最初の具体的な計画は，1767年から1769年にかけて全長33．5マイル，建設費用
63，722ポンドの運河を建設する計画がダーリントンの住民を中心として推進されたが，これは結
局実現しなかった㈹。
　その後いくつかの計画が浮上したが，具体的な計画としては，1810年頃より今度はストック
トン側から運河計画が発表され，1813年に当時一流の土木技師ジョン・レニー（John　Rennie）
の設計にもとつく建設費用205，618ポンドの運河掘削計画が作成された。この計画はナポレオン
戦争をはさんで1818年に実現への機運が高まったが，同年9月，ダーリントン側より南ウェー
ルズの炭田で多くの鉄道（tramway）建設にたずさわったジョージ・オヴァートン（George
Overton）が作成した全長27マイル，建設費用124，000ポンド（本線92，000ポンド，支eC　32，000
ポンド）の鉄道建設計画が出され，ll月にダーリントンで開催された集会では，最終的に鉄道
建設計画が採択された（14）。この計画決定の背後には，ダーリントンの有力な資本家であり，また
クエイカー教徒でもあったエドワード・ピーズ（Edward　Pease）とジョナサン・バックハウス
（Jonathan　Backhouse）の意向が強く反映されていたという。計画はすぐに実行に移され，株
式予約の公募がなされた。議会への申請に関しては，1819年に一度は失敗に終わったものの，
1821年に計画の修正案が議会を通過した。その後，鉄道建設に関わる技師がオヴァートンから
ジョージ・スティーヴンスン（George　Stephenson）へと変更された後，1825年9月27日，全
長25マイルのストックトン・ダーリントン鉄道が開通したのであった。
　さて，ここで問題にしようとするのは，このストックトン・ダーリントン鉄道の出資者の構成
である。この計画がダーリントンを中心としてすすめられたことから，主たる出資者にピーズや
バックハウスの名前があることは別にネ思議ではない。しかし，資本が地域を越えてその投資先
（13）M．W．　Kirby，　Men　of　Business　and　Politics，1984，　pp．8－9；do．，‘Quakerism’，　p．110；湯沢威『イギリ
　　ス鉄道経営史』日本経済評論社，1988年，7頁。
（14）Kirby，　Men　of　Business　and　Politics，　p．10；do．，‘Quakerism’，　pp．110－112；湯沢威前掲書，8－10頁。
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を求めていくことがいまだ稀であった19世紀初頭に㈹，このストックトン・ダーリントン鉄道
はダラムの地を遠く離れたロンドンやノリッジ（Norwich）から多くの出資を受け，しかもそ
のほとんどがクエイカー教徒の資本家だったのである。ストックトン・ダーリントン鉄道が，別
称‘Quaker’s　line’と呼ばれた所以である。1822年末までに，ストックトン・ダーリントン鉄道
会社は69人の出資者が，全体で1株100ポンドの株式を463株所有していたが，そのうち持ち
株5株以上の主要な出資者を列挙すると以下のようになる。
＊John　Backhouse（Banker，　Darlington）
＊Jonathan　Backhouse（Banker，　Darlington）
John　Baxter（Darlington）
＊Henry　Birkbeck（Banker，　Lymm，　Norfolk）
Richard　Blanchard（Esquire，　Northallerton）
Robert　Chaloner（Esquire，　York）
＊Joseph　Gurney（Banker，　Norwich）
＊Joseph　John　Gurney（Banker，　Norwich）
＊John　Kitching（Merchant，　Stamford　Hill，　Middlesex）
＊William　Leather（Banker，　Wakefield）
Thomas　Meynell（Esquire，　Yarm）
Richard　Miles（Timber　and　Lead　Merchant，　Yarm）
Annie　Peacock（Spinster，　Danby　Hill，　York）
＊Edward　Pease（Merchant，　Darlington）
＊Joseph　Pease　Jnr．（Merchant，　Darlington）
Leonard　Raisbeck（Esquire，　Stockton）
＊Thomas　Richardson（Bill　Broker，　Stamford　Hill）
＊William　Skinner（Banker，　Stockton）
＊William　Skinner　Jnr．（Banker，　Stockton）
＊印：クエイカー教徒と目される人物
（MKirby，‘Quakerism，　entrepreneurship　and　the　family　firm：　in　J．　Brown　and　M．　B．
Rose（eds．），Entrepreneurship，　Networhs　and　Modem　Business，1992，　p」14より転載。）
　出資者の構成をみると，クエイカー教徒と銀行業者の関与が著しい特徴を示しているが，この
傾向はこの後も強まっていく。しかも注目すべきは，彼等の姻戚関係である。最大株主のジョゼ
フ・ガーニーはノリッジの大銀行家であるが，ジョナサン・バックハウスとは娘婿の関係にあり，
同じく最大株主であるロンドンの銀行家，トーマス・リチャードソンはエドワード・ピーズのい
とこにあたる。そもそもピーズ家とバックハウス家が親戚関係にあり，かれらは「フレンズ協会
（Society　of　Friends）」というクエイカー教徒の集会組織をつうじて緊密に親交を深めていたの
であった㈹。では，クエイカー教徒のこのような密接な関係は，どのようにして形成されたので
あろうか。
（15）P．Hudson，　The　lndustn’al　Revotution，1992，　p．104（P．ハドソン著，大倉正雄訳『産業革命』未来社，
　　1999年，139頁）．
（16）　湯沢威前掲書，16－17頁。
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　クエイカー派の信仰は，人が心理を知り，救済されるためには，虚心に「内なる光（聖霊）」
の導きに従えば良いとし，厳しい自己禁欲的生活を信者に強いるものであった。厳しい戒律を自
己に強いる教義を貫き通したことから，クエイカー派の信者は王制復古期の約6万人をピークに
その後減少の一途をたどり，1800年頃には約2万人，1850年頃には約14，000人にまで減少して
しまう。この信徒数の減少の理由は，北アメリカ植民地への移民と破門であった〔1％破門の理由
のうち，約半数を占めて最も多いのが，クエイカー派以外の者との結婚（いわゆるMixed－
Marriage）で，1752年のロンドン年会（London　Yearly　Meeting）で正式に禁止され，　f859
年に同じくロンドン年会で許可されるまで，このようなクエイカー派以外の者と結婚した者は例
外なく破門されたのであった（且8）。先ほどのストックトン・ダーリントン鉄道へのクエイカー派の
出資者の多くが，親戚関係で結ばれていたという事実は，実はこうした厳しいクエイカー派の規
律のせいでもあったのである。
　破門のその他の理由で特に多いのが不品行と破産で，こうした破門の理由はクエイカー派の厳
しい職業倫理と結びついている。クエイカー派の教祖ともいうべきジョージ・フォックス
（George　Fox）は，王政復古後に『正義の道』と題する長文の公開書簡を発表し，信徒たちが
経済活動を営むうえでの指針を指し示した。その内容は，職業を神によって定められた天職と意
識し，経済活動を隣人への奉仕として遂行することを教え，商取引に関しては掛け値売りや値切
をすることなく，営業の遂行においては自己の営業状況を常に自覚し，自分の資力を超えず，負
債を避け，しかも日々勤勉に仕事に打ち込むことを説いたのであった（19）。なかでも「定価小売価
格（fixed　retail　prices）」に関しては，売り手と買い手との間の価格交渉には詐欺的な要素があ
ることを批判し，いわゆる「公正価格（fair　price）」を提示しつづけ，価格交渉には一切応じな
いことで，クエイカー教徒が取引相手を騙したり，不正をしたりしないという評判を勝ちえるこ
とから，市場における信頼が形成されることを諭したのであった。
　また，破産も自己の能力を超えた取引や，堅実で慎重な経営方針を逸脱した行為にもとつくも
のと理解され，他人に迷惑をかけ，クエイカー派の名前に泥を塗る行為として，ほとんどの場合
破門された（2°）。その他，たとえばバーミンガムの銃製造業者であったサミュエル・ガルトン
（Samuel　Galton）は，銃製造が戦争を助長するものであること，さらに彼が三角貿易にかかわっ
ていたことを理由に，クエイカー派を破門された。ガルトンは，銃製造そのものが戦争の原因で
はないこと，三角貿易の恩恵はイギリス国民全員が享受していることをもって自己を弁明したが，
無駄であった⑳。クエイカー教徒は，日常の生活においても，職業の倫理においても，厳しい戒
律の遵守を要求されたのであった。
（17）　山本通，前掲書，17頁。
（18）　山本通，前掲書，19頁。
（19）　山本通，前掲書，92－97頁。
（20）　山本通，前掲書，104頁。
（21）　B．　M．D．　Smith，‘The　Galtons　of　Birmingham：Quaker　Gun　Merchants　and　Bankers，1702－1831，
　Business　Histo7　y，　Vol．　IX，　No．2，1967，　pp．143－147．
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　これらの厳しい戒律は，クエイカー教徒の毎月の集会である各地域の月会（Monthly　Meet・
ings）や年4回の季会（Quarterly　Meetings）で討議された後，年1回のロンドン年会での調
整をうけて決定され，各地域の月会をつうじて徹底されたのであった。さきに示したクエイカー
派以外の者との結婚が破門の処分を受けることも，ロンドン年会で正式決定され，各地域の月会
をつうじて徹底された戒律であった。ところで，これらの月会・季会・年会といったクエイカー
派の集会が，実は礼拝のためや信仰のためだけの集会ではなく，信徒たちに実質的な助言や援助
をおこなうための実務的な組織でもあったということに注目しなければならない㈱。すなわち，
これらの集会は現実の経済状況に関する情報交換の場であり，日常の経営上の問題点を討議した
り，さらには新規の事業についての共同経営者を募るなど，様々な経営相談をおこなう場でもあっ
たのである。
　たとえば，クエイカー派は次のような独自の徒弟制度をもっていた。これは季会が管理運営す
るもので，季会がその管理下にある諸月会から，徒弟に適した児童と徒弟を必要とする親方の情
報を集めて両者の仲介をした。これは，貧しいクエイカー教徒の家庭崩壊を防ぎ，クエイカーの
子弟をクエイカーの職業人として純粋培養的に育てる手段として利用され，徒弟に出されるべき
子弟をもったクエイカー教徒の両親がその養育費を支払えない場合は，彼らが所属する月会が融
資をしたり，徒弟に出された若者が徒弟期間を終えて独立しようとするときにも，その若者は月
会や季会から融資を受けることができた。なによりも，クエイカー派の若者が教会から受けた恩
恵は金銭的なものにとどまらず，彼らは折に触れて経験豊かなクエイカー派職業人や経営者のア
ドヴァイスをうることができたのであった㈱。このように，クエイカー教徒の集会は，現在でい
うところの異業種交流会やインキュベーターのような役割をはたしていたといいうるのである。
しかもその根底には，同じ信仰と厳しい職業倫理で結ばれた強い信頼の環が存在し，単なる親交
クラブとは違った現実味のある経営相談が繰り返されたのであった。
　さて，話をストックトン・ダーリントン鉄道に戻そう。先ほど分析した出資者の構成のなかで，
ダラムの地を遠く離れたノリッジやロンドンのクエイカー派の銀行業者が，多額の出資に応じて
いたことを示したが，それは同じクエイカー派の信徒であるピーズやバックハウスといったクエ
イカーの「従兄弟たち（cousins）」が企画した計画であり，彼らの慎重な経営手腕のもとにあ
る企業であれば，イギリス最初の鉄道企業であろうとも，投資に対する危険は少ないと彼らが判
断したからであろう。事実，ピーズは投資に対する配当予想に関して，石炭の運搬から見込まれ
る収益のみで5％の配当が可能であり，それ以外の貨物や乗客の運搬から生じる利益に関しては，
それを追加利益と考える主張をおこない，鉄道投資が「完全に安全な投資」であることを強調し
た（24）。ストックトン・ダーリントン鉄道は，その建設段階で土地買収費やその他競争計画路線に
対する反対工作資金などで大幅な支出超過におちいり，払込資本金のほかに多額の借入金に頼ら
（22）　山本通，前掲書，86－87頁。
（23）　山本通，前掲書，102頁。
（24）　Kirby，　Men　of　Business　and　Politics，　p．16；湯沢威，前掲書，19頁。
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ざるをえなかった㈱。しかし，そうした多額の借り入れ申し込みに対しても，出資者であるノリッ
ジやロンドンの銀行業者，すなわちガーニーやリチャードソンが快く貸し付けに応じたことは，
クエイカー教徒の計画した事業が，いかに慎重に立案されたものであるか，また彼ら信徒間の信
頼の環が，いかに堅いものであるかを示している。公開の株式会社（apublic　joint　stock　com－
pany）として設立されたストックトン・ダーリントン鉄道会社の内実は，実際には緊密なファ
ミリー・パートナーシップ（aclose　family　partnership）だったといえるのである（26）。
　ストックトン・ダーリントン鉄道は，創業当初こそピーズの保証した5％前後の配当しか実現
できなかったが，1836年以降は二桁台の配当，さらに1839－1841年にかけては，実に15％にも
のぼる配当を実施したのである⑳。大量の石炭やその他の物資・乗員の輸送から莫大な利益をも
たらしたストックトン・ダーリントン鉄道を基盤として，ピーズ家を中心とする投資グループは，
港湾設備拡大の目的から，その後ティーズ川下流の小村落ミドルスブラ（Middlesbrough）に
港を建設し，やがてはそこに住宅や製鉄所を建設・操業させることによって，このミドルスブラ
をイギリス最大級の鉄鋼都市へと成長させたのであった㈱。これは，古くからの地場産業が工業
化の過程で拡大・発展したというのではなく，地域のビジネス・エリートたちの投資行動が，人
為的に工業都市を発展させた特異な例であった。
　以上，ストックトン・ダーリントン鉄道の建設過程をつうじて，クエイカー教徒たちの信頼に
もとつくネットワークが，地域の産業発展をおしすすめた事例を概観してきた。産業革命期のイ
ギリス社会一般に，こうした高信頼文化が根づいていたとは思われない。しかし，イギリス最初
の鉄道建設計画といった，不確実性や危険性が非常に大きなプロジェクトにおいて，クエイカー
教徒の強固な信頼の環の存在が，ネットワークの活用をつうじて取引コストを低減させ，未知の
事業を成功に導いたことは否めない。カッソンは，こうした地域的なビジネス・エリート達の連
携による個別企業のネットワークが形成される社会を，高信頼文化をもつ社会と規定したのであ
ろう。
　ところで，こうしたネットワークを活用した企業間関係の形成は，なにもクエイカー教徒のよ
うに信仰にもとつくものだけとは限られない状況が，18・19世紀のイギリス社会には数多くみ
られるのである。イギリスでは1720年の南海泡沫事件（South　Sea　Bubble）以降，株式会社の
設立は原則として禁止されていた。運河・ターンパイク・鉄道といった公益事業のみ，政府の許
可をえて株式会社が設立されたのであり，ストックトン・ダーリントン鉄道もこうした事例の一
つであった。そうしたなかで，当初より大規模な投資が必要であった製鉄業のような産業は，ど
のように必要資本を調達していたのであろうか。その方策を探ってみよう。
　株式会社の設立を禁止した1720年の泡沫法（Bubble　Act）の存在如何にかかわらず，イギリ
（25）
（26）
（27）
（28）
Kirby，　Men　of　Business　and　Politics，　pp．　17－18；do．，‘Quakerism’，　p．　l　l　5；湯沢威，前掲書，21－22頁。
Kirby，　Men　Of　Business　and　Politics，　pp．11－12；do．，‘Quakerism’，　pp．112－113．
Kirby，　‘Quakerism’，　pp．115－116；湯沢威，前掲書，22頁。
Kirby，‘Quakerism’，　pp．　l　l6－117．
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スでは，18・19世紀をつうじて支配的な企業形態がパートナーシップであったことは，よく知
られている事実である。1825年に泡沫法が撤廃された後も，イギリスでは多くの企業がパート
ナーシップ形態による同族経営を継続させていた。当時のイギリス人は有限責任制による企業経
営が，冒険的な危険度の高い取引を誘発する恐れがあることを危惧し，無限責任制によるパート
ナーシップこそ，信頼にたる慎重な経営を実現させるものであるとの認識を強く抱いていたので
あり，アダム・スミス（A．Smith）も，無限責任制のパートナーシップをおおいに推奨してい
た（29）。したがって，パートナーとして企業経営に加わることは，常に倒産にともなう無限責任の
危険を無条件に分担することを意味し，おのずからパートナーとして受け入れられる者も，親族
関係にある者か，さきほどのクエイカー教徒の例のような宗教団体をつうじたごく親しい知人に
限られたのであった（3°）。
　固定資本部分への投資が比較的小額ですんだ産業革命期前後の繊維工業では，そうしたパート
ナーシップで十分対応できたことがあきらかにされている（31）。しかし，当初より多額の資本を必
要とした製鉄業等の産業分野では，こうした親族関係をこえたパートナーシップ網の形成が，イ
ギリス各地の製鉄業地帯で一般におこなわれてきた形跡がある。イギリスの旧来からの製鉄地帯
である西部ミッドランズやディーン森林地帯（Forest　of　Dean），南ヨークシャーにおいて，そ
して新興の南ウェールズ等において，製鉄技術と製鉄所経営の専門家である製鉄業者（iron－
master）達は，地主や鉄商人（iron　merchant，　ironmonger）・銀行業者等と，必ずしも親族関
係や信仰グループにもとつかない多くのパートナーシップを形成していた（32）。しかも彼らは，各
地の製鉄所や精錬工程の各段階の企業にパートナーとして参加することで，それらの分散した製
鉄企業を一つの有機体のように結びつけていたのである。17・18世紀における製鉄所の分散的
立地，連続する精錬工程における中間生産物の確保，各地で生産される鉄の性質の違いとそのブ
レンドの必要性等々から，製鉄業者達は各地の，そして様々な工程の製鉄企業を結びつける目的
で，それぞれの企業のパートナーシップの持分を所有（interlocking　shareholding）してい
た㈹。それは垂直統合企業や多角化経営というよりも，よりゆるやかな中小規模の企業体のネッ
トワークであったといえるであろう。垂直統合企業が出現する以前の段階で，イギリス社会は人
的なつながりをつうじたパートナーシップ網を拡大させる方法で，市場取引に随伴する取引コス
トの削減を実現させていたのである。
（29）　A．スミス著，大内兵衛・松川七郎訳『諸国民の富』岩波書店，1969年，1074－1076頁。
（30）　M．B．　Rose，‘Family　Firm　in　British　Business，1780－1914’，　in　M　W．　Kirby　and　M．　B．　Rose（eds．），
　Business　Enterprise　in　Modern　Bn’tαin，1994，　pp．63－66．
（31）　F．Crouzet（ed．），　Capitα1　Formation　in　the　Industn’at　1～evotution，1972．
（32）　L．B．　Namier，‘Anthony　Bacon，　M．　P．，　an　Eighteenth－Century　Merchant’，　Journat　of　Economic　and
　Business　Histor　y，　Vol．　II，　No．1，1929；A．　Raistrick　and　E　AIIen，‘The　South　Yorkshire　Ironmasters
　　（1690－1750）’，Economic　History　Review，1st　Series，　VoL　IX，　No．2，1939；R．　L　Downes，‘The　Stour
　Partnership，1726－36’，　Econom　ic　Histor　y　Revieω，2nd　Series，　Vo1．　III，　No．1，1950；B．　L　CJohnson，‘The
　Foley　Partnerships：The　Iron　Industry　at　the　End　of　the　Charcoal　Era’，　Economic　Histo7　y　Review，
　2nd　Series，　Vol．　IV，　No．　3，1952；A．　Raistrick，　Dynasty（）f　lronfounders，1953．
（33）M．W．　Flinn，　Men　of　lron，　The　Crowleys　in　the　Earty　lron　lndustr　y，1962，　pp．6－7．
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　ところで，こうした人的絆をもったパートナーシップ網の形成は，産業革命期以降ヴィクトリ
ァ期にかけて，イギリスの産業社会では一般にみられる現象となっていた。自営業者を父親にも
っ息子たちは，クエイカー教徒の子弟同様，父親の知人のもとで徒弟修業をした後，父親とのパー
トナーシップを設立することで自立し，やがては父親の引退とともに独立していった。独立した
息子たちは兄弟間で，また婚姻関係をつうじた妻の兄弟や従兄弟たちとの間でパートナーシップ
を結び，事業を拡大していった。彼らが様々な職業についていれば，彼らの事業は垂直的にも水
平的にも幅広い産業分野に拡がっていったであろう。一族の絆にもとつくパートナーシップ網は，
それぞれの事業単位が独立して運営されていながら，相互に内部取引をつうじた統合企業ともい
える経営を実現させており，こうした血縁関係や宗教団体をもととするパートナーシップ網の根
底に存在する信頼の環こそが，目に見えない形で市場経済に随伴する取引コストを削減し，効率
的な経営を実現させていた絆となるものであった（y）。
　拡大したパートナーシップ網の内部において，一族の構成員は従来からの事業を継承するだけ
でなく，外部からの新しい技術や事業の導入，内部における新規労働力の確保，事業拡張のため
の追加資本の提供の源泉であったのである〔35）。産業革命期以降のイギリス社会一般が，必ずしも
高信頼社会ではなかったことは前に述べた。都市が発達・拡大し，社会が流動化するとともに，
そこに居住する人々の匿名性は高まり，長い時間をかけた信頼の形成はしだいに難しい状況とな
る。ヴィクトリア期のイギリス社会もまた，詐欺まがいの行為が横行し，事業というよりも投機
に近い経営をおこなう企業も多く，さらにはほぼ10年周期でおとずれる恐慌のもとで，企業経
営はきわめて不安定な状態であった。そうしたなかで，勤勉と節欲によって一代で事業を興し，
「最後の1エーカーから1ペニーまで」無限の責任をもつパートナーシップ制のもとで，一族や
信仰グループ等をつうじて事業を拡大させた経営者達は社会的にもきわめて高い評価を受けたの
であった㈹。彼らの成功の背景には，まぎれもなく信頼の環が存在していたのである。
　しかし，18・19世紀に隆盛をきわめたイギリスの同族経営にもとつくパートナーシップ網も，
19世紀末にはしだいに落日の様相をみせるようになる。チャンドラーが述べるように，イギリ
スの個人資本主義（Personal　Capitalism）は，アメリカの経営者資本主義（Managerial　Capi－
talism）へと道を譲ることとなる（37）。市場の利用から組織の利用への移行は，なにもアメリカに
限らず，資本主義社会全般の傾向であった。「見えざる手（invisible　hand）」のもとにある混沌
とした市場のもとで，その不確実性と危険性を，信頼を絆としたネットワークを築き上げること
によって回避した社会は，遅まきながら経営者の「見える手（visible　hand）」のもとで，官僚
制に支配された組織資本主義へと衣替えしていったのである。その端緒となったものが鉄道経営
（34）　S．　Nenadic，‘The　Small　Family　Firm　in　Victorian　Britain’，　Business　HistoT　y，　Vol．35，　No．4，1993，　pp．
　93－97．
（35）　Nenadic，　op．　cit．，　pp．100－103；Rose，　oかc鉱，　p．67．
（36）　Nenadic，　op．　cit．，　pp．86－89．
（37）A．D．　Chandler，　Scale　and　Scope’　the　Dynamics　of　lndustrial　Cαpitatism，1990（チャンドラー著，
　安部悦生他訳『スケール　アンド　スコープ』有斐閣，1993年）．
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IV　日本の下請制と産業集積
　20世紀は大規模企業の時代であった。19世紀末よりアメリカで発達しはじめた垂直統合企業
は，その後事業分野を拡大して多角化経営を実現させ，やがてはビッグ・ビジネスと呼ばれる巨
大企業へと成長していった。規模の経済（economy　of　scale）ばかりでなく，範囲の経済
（economy　of　scope）をも手中に収めた巨大企業は，その管理・運営のためにいく層にもわたる
官僚制組織を必要とした。肥大化する官僚制のもとで，経営者の「見える手」に導かれた巨大企
業は，市場取引に随伴する取引コストを削減し，資源の効率的な配分を実現させたのであった。
この強大なパワーの前に圧倒された各国資本主義は，その絵姿に似せて自国産業を育成させていっ
たが，各国に成立した巨大企業は，その外観こそ似ているものの，成立の過程もその内部組織も，
各国の文化の差に応じて違ったものとなった。そうした国民文化の違いと組織選好の関係をあき
らかにしたのが，ホフステード（G．Hofstede）の文化の帰結に関する研究であった（zz）。
　しかし，組織の拡大にも限界があった。肥大化した組織は柔軟性を欠き，既得権益に縛られて
硬直性をみせ，動きの遅い巨象のような様相を呈しはじめた。「統合の経済」のいきすぎが，「統
合の不経済」，「組織の失敗」をもたらす結果となったのである。また，官僚制のもとでの厳格な
監視機構の存在が，そこで働く人々に様々なストレスをあたえ，巨大組織に対する人々の反発が
高まったのも事実であった。これに対して，1970年代の二度にわたるオイル・ショックを克服
した時期より，日本の産業社会に対する高い評価の目が，欧米各国より向けられることとなった。
高度経済成長という奇跡をもたらした日本社会とは，いったいどのような社会なのであろうか，
日本人の精神構造や文化は西洋の精神構造や文化とどのような違いがあるのであろうか，欧米人
の好奇心に満ちた眼差しが，不思議の国日本に向けられたのである。そこで彼らがみいだした事
実は，大企業の生産体制の根底を形成する数多くの中小企業の存在であり，その数多くの中小企
業と大企業間に交わされる理解しがたい取引関係であった。かつては遅れたもの，近代化を阻む
ものとして克服されるべき存在であった中小企業，昭和32年度版の『経済白書』が「二重構造」
という言葉をもちいて（39），日本にはいまだ近代化されざる部分があると指摘した中小企業の存在
が，日本企業の国際競争力の源泉として，世界的に高い評価を受けるようになったのである。そ
して，この中小企業と大企業間に取り交わされる取引関係の根底に彼らがみいだしたものこそ，
信頼という文化要因であった。前述したように，フクヤマもカッソンも，日本社会を高信頼文化
をもつ社会と位置づけ，その産業競争力の強さを信頼という文化的側面から考察している。ここ
（38）　G．Hofstede，　Cπあπz2むConsequences’　lnternational　l）ifferences　in　Worh－Relαted　Values，1980（G．
　　ホフステード著，萬成博・安藤文四郎監訳『経営文化の国際比較』産業能率大学出版部，1984年）；do．，
　　Cuttures　and　Organizations：　Software　of　the　Mind，1991（同著，岩井紀子・岩井八郎訳「多文化世界」
　　有斐閣，1995年）．
（39）　経済企画庁編，昭和32年度「経済白書』35－36頁。
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では，中小企業と大企業との関係に焦点をあてて，カッソンが述べるもう一つの高信頼文化をも
つ社会，すなわち日本をとらえなおしてみよう。
　フクヤマが述べる高信頼社会＝日本と，カッソンが述べる高信頼文化をもつ社会＝日本の理解
には，かなりのずれがある。フクヤマはあくまでも自発的社交性の形成という観点から，日本の
高信頼社会をひもといている。フクヤマによれば，日本は永続的な組織にもとつく大企業を発達
させた東アジア唯一の国であり，一見，小規模な同族企業が多数存在している中国社会との類似
性をみせながらも，実はまったく違う社会であるという。フクヤマの理解は，かつて戦後高度成
長期の過程で，日本の経済発展の主要因が通産省とその政策のもとにあった大企業との連携にあっ
たとするジョンソン（C．Johnson）の見解〔4°）に近く，これに対するフリードマン（D．　Friedman）
の批判ω，すなわち，日本の経済発展の源は競争力のある多数の中小企業の集積にあるという見
解を，その根底から覆す理解である。
　フクヤマは，日本の企業社会を理解する鍵は，「終身雇用制」と「系列」にあるとする。日本
企業は，古くから番頭といった形で家族以外の者を経営内部に引き入れる傾向があり，時として
男子の相続人がいなかったり，あととり息子が経営者として不適格であったりしたような場合に
は，その番頭を娘婿として後継者にした。これは，中国社会では考えられないことである。また，
明治期に形成された財閥も，当初はファミリー・ビジネスとして成立したが，すぐに所有と経営
は分離し，企業は専門経営者のもとで永続的な組織をもって運営された。日本社会には，アメリ
カと同じような自発的団体の形成をつうじて自ら組織をつくっていくような他者一般に対する信
頼があったというのである。そして，この組織を維持していく鍵の一つが，「終身雇用制」と
「年功」である。企業が生涯にわたって労働者の生活を保障する終身雇用制は，働く人々に会社
に対する忠誠心を植え付け，互恵的な労働組合と経営者との関係を築き上げる。会社に対する忠
誠心は内部の結束力を高め，官僚制組織のもとで必要とされる監視機構の必要性を軽減させる。
日本企業の効率性の秘密がここにある。
　また，日本の代表的な大企業をとってみると，欧米の大企業と比較した場合，その規模はかな
り小さい。しかし，日本の企業の全体像を把握するには，もう一つの鍵である「系列」と呼ばれ
るグループ企業をもそのなかに含めなければならない。系列には旧財閥や大手銀行を中心とする，
横のつながりをもつグループと，自動車産業のような組立メーカーと部品供給業者との間のよう
な，縦のつながりをもつグループとがあり，両者が渾然一体となって日本の企業社会を形成して
いる。一見，分散した多数の中小企業によって生産が支えられていると思われる日本の企業社会
は，実はこうした系列の統制のもとにあり，その中心にあるのが組織化された大企業であるとい
うのが，フクヤマの日本理解である（42）。
（40）C．　Johnson，　MITI　and　Japanese　Miracle．1982（C．ジョンソン著，矢野俊比古監訳『通産省と日本
　　の奇跡』TBSブリタニカ，1982年）．
（41）　D．Friedman，　The　Misunderstand　Miracte．　Industrial　Devetopment　and　Politicat　Change　in／apan，
　　1988（D．フリードマン著，丸山恵也監訳「誤解された日本の奇跡』ミネルヴァ書房，1992年）．
（42）　フクヤマ，前掲書邦訳，233－312頁。
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　このフクヤマの日本理解は，中村精氏の下請制理解（43）と多くの共通点をもつ。取引コストの
削減をもたらす垂直統合企業は，内部情報の共有や資源の効果的な配分等の長所をもつが，同時
に，景気変動に対する組織の硬直性や部門間の調整等多くの難点をもあわせもつ。これに対して，
取引上の支配従属関係にもとつく下請制は，垂直統合企業に準じて情報把握・内的連絡が容易で
あり，親企業の指導による技術移転や生産性の向上。費用節約もはかられる。さらに下請制は完
全な統合企業ではないので，組織の柔軟性，異部門間調整の円滑化，賃金格差の利用や，下請企
業間相互の競争をつうじた価格の切下げ等，社会的分業の長所も利用できる。いわば準垂直統合
としての下請制は，うまく運用されるかぎり，親企業にとってみれば非常に有利な企業結合とい
うことができる。
　問題は，支配従属関係をともなう下請制を支える社会・文化的要因であるが，中村氏はこれを
日本の「イエ社会」にもとめている。日本の「イエ社会」における集団所属志向と集団に対する
忠誠心の伝統が，下請や系列といった縦型組織をスムーズに受け入れ，それを積極的に機能させ
る基盤になったと，氏は主張する。フクヤマも同様に，日本の「イエ（household）」社会が，
このような企業内・企業間関係における忠誠心の源となったことを述べ，それが中国の「ジァ
（family）」とはあきらかに異なる役割をはたしていたと主張している。このように，フクヤマ
が描く日本の高信頼社会は，中小企業と大企業との間の取引における，ないしは中小企業相互間
の取引における相互の信頼というよりも，大企業内部での，また大企業と下請中小企業との企業
間取引における，統制力の存在を前提とした上での互恵的関係を主体とし，それを信頼としてと
らえているように思われる。
　これに対して，カッソンは日本の中小企業の分散的性格をより一層評価し（44），フリードマンに
近い理解を示している。いわば，フクヤマが準垂直統合としての日本の下請制を，比較的組織に
近い統合経営の一形態と理解しているのに対し，カッソンは日本の下請制を，より市場取引に近
い社会的分業の一形態としてとらえている。カッソンによれば，市場に信頼が存在しない場合，
生産は統合された巨大な組織のもとにある少数の大企業によっておこなわれる。アメリカや東欧
社会は，こうした低信頼文化の典型的な例である。しかし，市場に信頼が存在するならば，生産
は統合経営といった巨大な組織を利用するのではなく，より小さな生産単位，すなわち日本のよ
うな多数の中小企業のネットワークをつうじておこなわれるのである。その際，取引は厳格な契
約によって履行されるのではなく，相互の信頼にもとついた「暗黙の合意」や，期間を定めない
長期継続取引といった形態をとる。日々顔を合わせ，お互いの信頼関係が築かれているからこそ，
このような取引が可能となるのであり，市場における信頼の存在は，こうして市場取引に随伴す
る取引コストを軽減する効果をもつのである。
（43）　中村精「中小企業と大企業」東洋経済新報社，1983年。
（44）　Casson，1990，　PP．105－124；do．，1992a，　PP。11－12；do．，1993，　P．436；do．，1996，　PP．69－70．
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　カッソンによる日本の企業社会の理解は，港徹雄氏の下請制把握㈲に近いといえるであろう。
港氏によれば，日本の生産システムの特徴は，一般に重層的下請制と指摘されるような下請シス
テムにおける階層構造にあり，こうした階層構造では情報伝達にかかるコミュニケーション・コ
ストが非常に低くなる。また，日本の大企業と下請中小企業との取引は，通常，あいまいな「暗
黙の合意」にもとつく長期継続取引という形態をとる。取引期間をさだめず，下請単価も随時変
更されるこのあいまいな取引形態は，生産期間が長期化する場合，学習効果によるコスト・ダウ
ンの利得を，発注側・受注側が状況に応じて折半しうる効果を生む。すなわち，短期的な景気変
動のリスクに関しては受注側の下請企業が臨機応変に対処し，そこで生じた損失に関しては発注
側の親企業が長期的に補填するといったやり方である。こうした企業間でのリスクの分担が可能
なのも，取引が長期にわたって継続されているからである。
　では，この密接・強固な下請関係はどのように形成されたのであろうか。それは「イエ」に代
表されるような，日本人特有の文化・精神構造によるものであろうか。港氏は，この親企業・下
請企業間の強固な結びつきを，企業間取引における「信頼」財の形成から説明している。すなわ
ち，1965年の証券恐慌に続く不況の過程で，一部の大企業は一方的に下請企業を整理したが，
そうした企業はその後の景気拡大期に，今度は下請企業の確保に苦労することとなった。これと
は逆に，不況期に下請企業を守り，維持した大企業は，下請企業からの信頼を獲得し，その後良
好な取引関係を発展させた。こうした企業間関係における信頼の形成が，あいまいな「暗黙の合
意」にもとつく取引をつうじて，取引コストの削減に寄与したのである。
　ところで，カッソンが日本を高信頼文化をもつ社会として評価したのは，経済が多くの中小企
業によって支えられている，その分散的性格である。市場に信頼が存在するからこそ，そこでは
生産活動が内部組織化せず，分散的な中小規模の生産単位のネットワークで結ばれるというのが，
彼の主張の中心論点である。そこには，下請や系列をつうじた統制力の存在の観点が欠落してい
る。それはフリードマンの主張も同様であるが，そうした側面が日本社会にないわけではない。
長野県の坂城町の事例や東京の大田区・東大阪市等の産業集積は，大企業の系列企業の集団とい
うより，独立した専門業者の集積といった傾向が強い。どこの系列にも属さないこうした産業集
積を，日本の大企業はいわば公共財のごとく利用してきた。大田区のビルの「屋上から図面を紙
飛行機にして飛ばせば，数日で製品が出来上がってくる」という表現は，この産業集積の特徴を
みごとにあらわしている㈹。ありとあらゆる雑多な工業の集積とそこに取り結ばれるネットワー
クこそ，日本の中小企業の実力を示すもう一つの側面なのである。
　ある業者が一つの仕事を受注してくると，自分の工場で生産・加工できない部分は，馴染みの
専門業者のところに外注に出す。そこには，下請や系列といった統制力は存在しないため，彼ら
（45）　港徹雄「日本の技術特性と下請生産システム」『商工金融』第32巻，第7号，1982年；同「日本型
　　生産システムの編成機構一企業間組織の生産性視点」『青山国際政経論集」第2号，1984年　同「下
　　請取引における『信頼」財の形成過程」「商工金融』1988年1月号。
（46）　関満博，前掲書，88－89頁。
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はそのような仕事のやり取りを「横請」と呼んだりする。そうしたやり取りが，長年同じ地域で
お互いに仕事を続けてきた業者間仲間の信頼にもとつくことは自明のことであろう。巨大企業が，
組織の拡大による官僚制の強化のもとで閉塞感にみまわれた20世紀後半に，東アジアの一角で，
大企業の系列下にある多数の下請中小企業が，そして中小企業相互間の信頼にもとつくネットワー
ク組織が，トヨタや日立といった世界に名を馳せた大企業をその底辺で支えていたのである。
V　おわりに
　ロバー・バロン（Robber　Baron）と呼ばれたビッグ・ビジネスの創始者たちが活躍した19
世紀末から20世紀初頭のアメリカで，市場に信頼が存在していたとは思われない。だからこそ
アメリカは，ザッカーが述べるように，制度にもとつく信頼の形成をおしすすめたのであろう。
組織の拡大は低信頼文化のあらわれであるとのカッソンの指摘には，やはり一抹の真理がある。
しかしその反面，多数の中小企業が存在していることをもって，日本が高信頼文化をもつ社会で
あるとする指摘には，素直にうなずけない部分がある。たしかに日本には，個別企業の自主経営
を尊重する部分と，組織の統制を社会規範として受け入れる部分とが共存する。経営環境が良好
な時代にあっては，この両側面が互いに信頼によって支えられているとも解釈されてきた。しか
し経営環境が悪化し，効率性が第一義に考えられる時代となると，このあいまいな関係は一挙に
その本性をあらわすこととなる。交渉力の差異を前提とした上での信頼は，立場の強い側からの
通告によって一方的に破棄されてしまうのである。
　終身雇用制のもとに，企業に忠誠を尽くしてきた労働者は，企業利益を最優先させる市場原理
という名目の前に，リストラ解雇という経営者側の意向を受け入れざるをえない状況に追い込ま
れている。経営者との互恵的関係を擁護してきた労働組合は，こうした経営者側の一方的通告に
なすすべもない。また，親企業の要請に，契約書という法的根拠もないままに設備投資を繰り返
し，親企業への依存度を深めてきた下請企業は，効率性を最優先させる市場原理の名のもとに，
専属的下請から浮動的下請へという，きわめて不安定な取引関係へと追い込まれている。あいま
いな「暗黙の合意」にもとつく取引関係は，いともたやすく文字通りの「砂の器」へと瓦解して
いるのである。さらに，相互の信頼のネットワークによって，長い時間をかけて地域的に形成さ
れてきた中小企業の産業集積は，より安い労働力，より安い生産費を求める大企業の多国籍化戦
略の前に，東アジアの周辺地域へとその仕事を奪われ，現在では空洞化の危機に直面している。
信頼あ絆は，金科玉条のごとく唱えられる市場原理という大義名分の前に，いともたやすく断ち
切られつつある。1980年代に一躍世界の注目を集めた日本の生産システムは，長大なグランド・
オペラの幕間劇よろしく，その短命な命運を尽きたのであろうか。かつては日本の奇跡を生み出
した源泉とも思われた終身雇用制や系列取引が，今では日本経済の成長を妨げる足かせへと，正
反対の評価を受けるようになってしまったのである。
　こうした状況を目の前にして，高度情報化社会の到来とともに新たなネットワーク社会が出現
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するという見解は，ネットワークの根底を構成する絆に関してどれほどの関心を払っているので
あろうか。大量の情報が自由に行き交う時代の出現をもってIT革命と称するならば，それは単
に市場の混沌さが深まることを意味するにすぎない。巨大企業の官僚制に閉塞感をおぼえ，かつ
てのクラフト的な生産体制をより高度な技術と情報網のもとで復活させようとするとき，それら
多数の中小規模の経済単位を結びつける信頼の環が，是非とも必要とされることとなるであろう。
ピオリ（M．J．　Piore），セーブル（C．　F．　Sabel），ザイトリン（J．　Zeitlin）等が主張する「柔軟な
専門化（Flexible　Specialization）（47）」をつうじてのクラフト的な生産体制の復活が，その見通
しの甘さや粗雑な実証分析にもかかわらず，なお魅力をもつのは，地域に根づいた人々の実直な
生産活動に多くの人々が共感を覚えるからに他ならない。産業革命の過程を，単なる経済成長め
数字に置き換えようとする議論に対し，ハドソン（P，Hudson）が地域の視点を重視しようとす
るのも，同じように，地域と人との関係こそが実質的に歴史（ストーリー）つくっていく主体で
あると感じているからであろう（48）。過去の経験は，こうした状況をいとも鮮やかに表現してくれ
る。多数の中小規模の経済単位が，市場をつうじて自由闊達に取引をおこなうためには，その市
場に長年にわたって培われた，なににもかえがたい信頼が必要なのである。
　日本社会に信頼をみいだしたフクヤマもカッソンも，一面の真実をとらえてはいる。しかし，
それは複雑な日本の企業社会の一面でしかありえない。外国人が日本の社会を理解しようとする
とき，そして日本人が外国の社会を理解するときも同様に，その社会がもつ特有の文化を十分に
把握することは，かなりの困難がつきまとうし不可能なことであるかも知れない。しかし，その
不十分さにもかかわらず，異なる文化をもった異なる社会の人々が，自国の文化や社会をどのよ
うにとらえているのかを知ることは，自国の文化や社会を再認識させてくれる格好の機会となる
のであるQ
　……混乱をきわめる世界情勢の中で，文化の多様性を尊重し，
理解を深めうる社会の実現を祈願して筆を置く。……
人類が相互の信頼のもとに真の
（47）　M．J．　Piore　and　C．　F．　Sabel，　The　Second　lndustrial　Divide，1984（M．　J．ピオリ・C．　F．セーブル著，
　　山之内靖・永易浩一・石田あつみ訳『第二の産業分水嶺』筑摩書房，1993年）；C．Sabel　and　J．　Zeitlin，
　‘Historical　Alternatives　to　Mass　Production：Politics，　Markets　and　Technology　in　Nineteenth－
　century　Industrialization’，　Past　and　Present，　No．108，1985；C．　F．　Sabel　and　J．　Zeitlin（eds．），　IVortd　of
　Possibilities，　1997．
（48）　ハドソン，前掲書邦訳，1－2頁。
